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既存の道路・河川・海岸・港湾・公園・上下水道などの多くが高度経済成長期以降に整備されたものであ
ることから、今後、老朽化する施設の割合は更に増加する見込みであり、大規模漏水や道路陥没を伴う
事故が発生している上下水道施設をはじめ、各施設の点検結果を踏まえ、修繕などの措置を早急に行うこ
とが必要となっています。また、これに伴う費用の増大が懸念されています。
そのため、本県では、総合的かつ計画的な管理に向けた中長期的な取組の方向性を示す「千葉県公共
施設等総合管理計画」に基づき、施設総量の適正化にも配慮しながら、個別施設ごとの長寿命化計画に
基づき予防保全など計画的な維持管理を実施しているところです。
また、本県は、地理的・地形的に水資源に恵まれていないことから、安定した水資源の確保、維持管理が
必要です。
市町村等が運営する水道事業には、水源からの距離や利用者数の違いなどにより経営体力に大きな差
があります。今後、高度経済成長期に建設された水道施設の老朽化が進行し、その更新費用等の発生が
見込まれるほか、地震・台風等の災害や漏水事故などによる断水への備えも必要となっています。
水道事業は主に水道料金を財源に経営を行っていますが、今後の人口減少等により、料金収入の減少の
ほか、施設整備を担う技術職員の不足などが見込まれます。
このため、水道施設の更新や耐震化などを計画的に進めるとともに、水道事業の経営基盤の強化を図る
必要があります。
県営水道においても、今後、水道施設の更新・耐震化に多額の費用を要することから、厳しい経営状況と
なることが見込まれます。
このような中においても、将来にわたり安全な水を安定的に供給し続けるため、中長期的な視点に立っ
た、計画的な水道施設の更新・整備を行っていく必要があります。
さらに、社会資本の維持管理のためには、地域に根ざした建設業の存在が不可欠ですが、建設業界では
少子高齢化を背景に技術者や技能労働者の不足が深刻化しており、担い手の確保が課題となっています。

安定的な公共サービスを提供できるよう、
老朽化する社会資本に対して、定期的な点検と適切な
維持管理を行うことにより長寿命化を進めます。

社会資本の適正な維持管理
 II－3－ ②

目標 Goal

現状と課題

既存の道路・河川・海岸・港湾・公園・上下水道などの社会資本を適切かつ効率的に維持していくため、
引き続き計画的な維持管理に努めるとともに、デジタル技術等を活用して効率的な管理を進めます。
県内の水道事業については、将来にわたり安全な水を安定的に供給できるよう、引き続き水源の確保や
水道施設の計画的な更新・耐震化等を進めるとともに、個々の水道事業体の取組のみでは限界があること
から、水道事業体の統合・広域連携を推進します。
県営水道においても、水道施設の適切な維持管理や計画的な更新・耐震化を行うとともに、健全経営の
確保に取り組みます。

道路・河川・海岸・港湾・公園・下水道・県営住宅・庁舎・学校などの
既存施設の維持管理に当たっては、中長期的な事業費の縮減や平準化を
図るため、公共施設等総合管理計画に定める方針を踏まえ策定した、公
共施設分野ごとの整備方針等を定めた長寿命化計画に基づき、点検・評
価・計画・補修のメンテナンスサイクルを着実に実施するとともに、これま
での事後的な修繕・更新から予防的な修繕や計画的な更新へと転換し、
各施設の長寿命化を推進します。
また、担い手不足に対応するため、建設業へ若手が入職しやすい環境を
整える取組として、社会保険への加入の徹底や建設現場における週休2日
の確保など、新３Ｋ（給料・休暇・希望）の実現に向けて労働環境の改善
を促進するとともに、建設現場における生産性向上、デジタル技術の活用
や施工時期の平準化など、i-Construction※2.0を進めることで新技術導
入や、担い手を含めた体制確保を図り持続可能なメンテナンスサイクルを構
築するほか、事故・災害等の未然防止や初期対応の迅速化に向け、センサー
等を活用した遠隔監視や異常検知等を実施し、インフラ分野におけるDX＊
を推進します。加えて、入札の公正性・透明性を確保しつつ、手続きの合理化・
効率化を推進することで建設業界・行政双方の生産性向上を実現します。

II－3－②－１ 既存施設の適切な維持管理
と長寿命化
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事故が発生している上下水道施設をはじめ、各施設の点検結果を踏まえ、修繕などの措置を早急に行うこ
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基づき予防保全など計画的な維持管理を実施しているところです。
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必要です。
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見込まれるほか、地震・台風等の災害や漏水事故などによる断水への備えも必要となっています。
水道事業は主に水道料金を財源に経営を行っていますが、今後の人口減少等により、料金収入の減少の
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橋梁修繕実績（塗装前）

河川施設（排水機場エンジン）の更新前

橋梁修繕実績（塗装後）

河川施設（排水機場エンジン）の更新後

道路施設の維持管理と長寿命化

流域下水道施設の維持管理と長寿命化

河川管理施設の維持管理と長寿命化

県営住宅の維持管理と長寿命化

海岸施設の維持管理と長寿命化

漁港施設の維持管理と長寿命化

港湾施設の維持管理と長寿命化

庁舎・学校等の維持管理と長寿命化

都市公園施設の維持管理と長寿命化

インフラ分野のDXの推進

コラムちば

スタートアップ
　革新的な技術やサービスの提供な
どにより、新たな市場を切り開くス
タートアップの多くは、創業から間もないこともあ
り、資金調達や販路確保など、自社の技術・ノウハ
ウのみでは対応が難しい課題を抱えています。
　そこで、県では「スタートアップ総合支援拠点事
業」として、スタートアップ等の成長を促すコミュ
ニティを形成するため、大企業や投資家などによる
交流イベントを定期的に開催しています。

コラムちば

成田空港第２の開港プロジェクト
　成田空港における第3滑走路の新設などを含む「更なる機能強化」と新
旅客ターミナルの整備や貨物施設の集約などを含む「『新しい成田空港』
構想」の総称 (愛称)です。 
　1978年（昭和53年）に成田空港が開港して以来のビッグプロジェクト
であり、かつ新滑走路の整備などにより、空港敷地面積も約2倍、発着容
量も2024年度（令和6年度）実績の約2倍である50万回となることなど
から、「2」という数字を効果的に使った名称として採用しています。

コラムちば

企業誘致の取組について
　県外から県内に企業を誘致することは、新たな働く場の創出や地元企業との
取引拡大など、県の経済活性化に大きく寄与する重要な取組です。
　そのため、県では、あらゆる機会を通じて本県の魅力や立地優位性をＰＲし
ているほか、全国トップクラスの補助制度を設けるなど、企業に選ばれるよう
な取組を進めています。
　また、小・中学校の統廃合などにより利用されていない公共施設等を、工場
や事務所などに活用するなどの取組を行っています。

コラムちば

SORATO NRT
エアポートシティ構想
　構想は、空港周辺において目指
すべき産業・暮らし・交通等を一
体で検討するための「議論の出発
点」となるものです。
　この構想を呼び水に、民間企業な
どの様々なステークホルダーとの議論を活性化さ
せ、国際的な産業拠点と、それを支える多様な人々
が集うエアポートシティ・ＳＯＲＡＴＯ ＮＲＴ
（ソラト ナリタ）を目指していきます。

コラムちば

ナイト・モーニングタイムエコノミー
　ナイト・モーニングタイムエコノミーは夜間・早朝における経済活動を指
し、夜間・早朝の観光コンテンツやサービスを充実させることで、観光客の
滞在時間や宿泊需要の拡大につながり、消費単価の向上が期待されます。
　県内では、普段は公開されていない夜間の博物館を開放して特別な料理と夜景を楽しむことが
できる体験や、早朝からトッププロサーファーのレッスンを受けられる体験など、ナイト・モー
ニングタイムエコノミーの促進に向けて様々な取組が行われています。

コラムちば

中小企業とＩＴベンダーとの
マッチングに向けた伴走支援の実施
　中小企業がデジタル技術を導入するに当たっては、企業が抱える個別課題を整理・
分析するなど、企業に寄り添った伴走的な支援が必要となります。
　そこで県では、産業振興センターにおいて、プッシュ型の企業訪問による支援ニー
ズの掘り起こしを行うとともに、相談から、ＩＴベンダーとのマッチング等による
ツールの導入、その後のフォローアップまで、一貫した伴走支援を実施しています。

コラムちば

「ちばの海」で漁業を
始めてみませんか？
～千葉県海洋人材確保・
育成センターの設置～

コラムちば

体験型の
教育プログラム
　県では、起業機運の醸成を図るた
め、小中学生及び高校生・大学生等を対象とした
「ちば起業家育成プログラム」を開催しています。
　プログラムは数日間にわたり、フィールドワーク
を通じた地域の課題解決に資するビジネスプランの
立案や模擬会社の設立、体験先企業を相手にした企
画の商談などのビジネス体験を行っています。

　県では、新規漁業就業者の確保・
育成に向けて、千葉県漁業協同組合
連合会、公益財団法人千葉県水産振
興公社と連携し、相談・支援の総合
窓口となる「千葉県海洋人材確保・
育成センター」を令和7年（2025年）
4月1日に設置しました。
　本センターでは、漁業就業に関する情報提供や就
業に向けた漁業体験、就業後の技術習得に向けた研
修など各種支援を実施しています。
　漁業への就業に関心のある方は、お気軽にご相談
ください。

コラムちば

インフラ分野のＤＸの推進
　社会資本の維持管理には不可欠な、地域の建設業における担い手不足に対しては、レー
ザー測量や公共工事における3次元モデルの活用、ＩＣＴ建機による施工等により建設工
事の生産性向上を図るとともに、ドローンを活用した施設の点検や、3次元データを利用
した効率的な施設の維持管理など、様々な現場でデジタル技術の導入が進んでいます。

コラムちば

行政手続のオンライン化

コラムちば

スマート農業（自動操舵機械等）
へ対応した基盤整備の例
　県では、農作業のより一層の効率化を図るため、自動走行トラクターをはじめとするスマート農業技術に
対応した基盤整備の導入を進めるなど、生産コストの低減を図り、農業所得の向上に取り組んでいます。
〔ターン農道〕
　路肩を緩やかなスロープにした農道。　
　スマート農機が任意の箇所で農道へ上がって旋回できるよう
になり、操舵ミスの低減と作業効率の向上につながります。

〔管排水路〕
　一般的な開水路を地下に埋設したもの。
　水路をまたぐ必要がなくなり、農機の転落リスクを避けながら隣接ほ場へ
容易に移動でき、連続した作業が可能となることで作業効率が向上します。

コラムちば

県北西部の渋滞解消に
向けて

コラムちば

令和8年は千葉県
落花生導入150周年
　千葉県は落花生の生産量が
日本一であり、国内シェアの約8
割を占めています。　
　その歴史は、明治9年（1876
年）に現在の山武市の牧野萬右
衛門氏が試作したのが始まりとされています。昭和
28年（1953年）には当時の千葉県農業試験場が
育成した優良品種「千葉半立」が県の奨励品種に
採用され、現在の主力品種のひとつとなっています。
　直近では平成30年（2018年）に、さやが白く
て、甘味が強い「Ｑなっつ」がデビューしました。
　県では、150周年を契機とした魅力発信や消費
拡大に取り組んでいきます。

　東京方面からの玄関口に当たる
県北西部では、人口の集中等に伴
って、県内の主要渋滞箇所の約6
割が集中するなど交通渋滞が深刻
化しており、域内の移動だけでな
く、首都圏全体の人・モノ・財の流れのボトルネッ
クになっています。このため、人口比率の上昇に応
じて着実に道路整備を行う必要があります。
　県では、この交通渋滞による損失時間を早期に解
消するため、沿線市や国とも連携しながら、現道拡
幅やバイパス整備、交差点改良等も含め、国県道全
体の道路整備を加速していきます。

　県では「県民・事業者に時間を返す」というコンセプトのもと、運転免許更新時のオ
ンライン講習、県立学校への出願など、行政手続のオンライン化に取り組むとともに、
県税等の納付手続や県有施設におけるキャッシュレス決済の導入を進めています。
　令和6年（2024年）12月には、県と県内全市町村のオンライン申請の窓口等を集
約した「ちばＤＸポータル」を公開するなど、県民・事業者の皆様により便利なサー
ビスを提供しています。

農道

農道

開水路

管排水路

安定水源の確保のため、国等が行う水資源開発施設の早期完成と、これまで整備さ
れた既存施設の適切な維持管理や更新等の改築事業が円滑に行われるよう、関係機
関との連携を図ります。
また、災害や事故等が発生した際でも、断水等による給水への影響をできるだけ少
なくするため、水道施設の耐震化、停電・浸水対策の促進、応援給水や復旧などの県
内水道事業体間の相互応援等の対応強化を図ります。
水道事業体のアセットマネジメント※の実施を促進し、水道施設の長寿命化や、長期

的な観点からの適切な規模への見直しも含む水道施設の更新計画の策定、更新費用
の平準化、デジタル技術を活用した効率的な維持管理等を図ることで、水道施設の計
画的な更新や、水道事業の経営基盤の強化を図ります。
さらに、人口減少による料金収入の減少と施設の老朽化対策や耐震化に伴う更新費用の増大、技術職員
の不足等、単独の事業体では解決困難な課題に対応するため、県が広域的な水源の確保及び水道用水供
給事業を担い、市町村が末端給水事業を担うという考え方を基本に、水道事業体の統合・広域連携に取り
組みます。
取組に当たっては、「九十九里地域・南房総地域の水道用水供給事業体と県営水道との統合」など、先
行事例で得られた知見や成果を他の地域と共有し、
丁寧に意見交換を進めていきます。
なお、令和8年度（2026年度 ）から県が実施す
ることとなる九十九里地域及び南房総地域の水道用
水供給事業については、県営水道が培ってきた組織
力・技術力も生かして、着実に事業を運営していきま
す。
県営水道においては、多くの水道施設の老朽化や
様々な経費の増加などの課題に直面する中におい
ても、将来にわたり安全な水を安定的に供給し続け
るため、令和8年度（2026年度 ）からの「千葉県
営水道事業中期経営計画」においては、これまでの
「強靭」、「安全」、「信頼」の基本目標に、新た
に「持続」を位置付け、人材の確保・育成や財務基
盤の強化により強固な運営基盤の確立を目指してい
くとともに、水道施設の更新・耐震化をはじめ、各施
策・取組を計画的かつ効率的に推進していきます。

II－3－②－2 安全で良質な水の安定供給

水資源開発と適切な維持管理の促進

県が実施する水道用水供給事業の着実な運営

水道事業体の計画的な浄・給水場や
管路等の更新・耐震化の促進

県営水道の健全経営の推進

水道事業体の経営健全化への支援

県営水道における安全で安心な水の供給

水道事業体の災害・事故等への
対応強化の促進

県営水道の浄・給水場や管路等の
計画的な更新・耐震化

県内水道の統合・広域連携の推進
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橋梁修繕実績（塗装前）

河川施設（排水機場エンジン）の更新前

橋梁修繕実績（塗装後）

河川施設（排水機場エンジン）の更新後

道路施設の維持管理と長寿命化

流域下水道施設の維持管理と長寿命化

河川管理施設の維持管理と長寿命化

県営住宅の維持管理と長寿命化

海岸施設の維持管理と長寿命化

漁港施設の維持管理と長寿命化

港湾施設の維持管理と長寿命化

庁舎・学校等の維持管理と長寿命化

都市公園施設の維持管理と長寿命化

インフラ分野のDXの推進

コラムちば

スタートアップ
　革新的な技術やサービスの提供な
どにより、新たな市場を切り開くス
タートアップの多くは、創業から間もないこともあ
り、資金調達や販路確保など、自社の技術・ノウハ
ウのみでは対応が難しい課題を抱えています。
　そこで、県では「スタートアップ総合支援拠点事
業」として、スタートアップ等の成長を促すコミュ
ニティを形成するため、大企業や投資家などによる
交流イベントを定期的に開催しています。

コラムちば

成田空港第２の開港プロジェクト
　成田空港における第3滑走路の新設などを含む「更なる機能強化」と新
旅客ターミナルの整備や貨物施設の集約などを含む「『新しい成田空港』
構想」の総称 (愛称)です。 
　1978年（昭和53年）に成田空港が開港して以来のビッグプロジェクト
であり、かつ新滑走路の整備などにより、空港敷地面積も約2倍、発着容
量も2024年度（令和6年度）実績の約2倍である50万回となることなど
から、「2」という数字を効果的に使った名称として採用しています。

コラムちば

企業誘致の取組について
　県外から県内に企業を誘致することは、新たな働く場の創出や地元企業との
取引拡大など、県の経済活性化に大きく寄与する重要な取組です。
　そのため、県では、あらゆる機会を通じて本県の魅力や立地優位性をＰＲし
ているほか、全国トップクラスの補助制度を設けるなど、企業に選ばれるよう
な取組を進めています。
　また、小・中学校の統廃合などにより利用されていない公共施設等を、工場
や事務所などに活用するなどの取組を行っています。

コラムちば

SORATO NRT
エアポートシティ構想
　構想は、空港周辺において目指
すべき産業・暮らし・交通等を一
体で検討するための「議論の出発
点」となるものです。
　この構想を呼び水に、民間企業な
どの様々なステークホルダーとの議論を活性化さ
せ、国際的な産業拠点と、それを支える多様な人々
が集うエアポートシティ・ＳＯＲＡＴＯ ＮＲＴ
（ソラト ナリタ）を目指していきます。

コラムちば

ナイト・モーニングタイムエコノミー
　ナイト・モーニングタイムエコノミーは夜間・早朝における経済活動を指
し、夜間・早朝の観光コンテンツやサービスを充実させることで、観光客の
滞在時間や宿泊需要の拡大につながり、消費単価の向上が期待されます。
　県内では、普段は公開されていない夜間の博物館を開放して特別な料理と夜景を楽しむことが
できる体験や、早朝からトッププロサーファーのレッスンを受けられる体験など、ナイト・モー
ニングタイムエコノミーの促進に向けて様々な取組が行われています。

コラムちば

中小企業とＩＴベンダーとの
マッチングに向けた伴走支援の実施
　中小企業がデジタル技術を導入するに当たっては、企業が抱える個別課題を整理・
分析するなど、企業に寄り添った伴走的な支援が必要となります。
　そこで県では、産業振興センターにおいて、プッシュ型の企業訪問による支援ニー
ズの掘り起こしを行うとともに、相談から、ＩＴベンダーとのマッチング等による
ツールの導入、その後のフォローアップまで、一貫した伴走支援を実施しています。

コラムちば

「ちばの海」で漁業を
始めてみませんか？
～千葉県海洋人材確保・
育成センターの設置～

コラムちば

体験型の
教育プログラム
　県では、起業機運の醸成を図るた
め、小中学生及び高校生・大学生等を対象とした
「ちば起業家育成プログラム」を開催しています。
　プログラムは数日間にわたり、フィールドワーク
を通じた地域の課題解決に資するビジネスプランの
立案や模擬会社の設立、体験先企業を相手にした企
画の商談などのビジネス体験を行っています。

　県では、新規漁業就業者の確保・
育成に向けて、千葉県漁業協同組合
連合会、公益財団法人千葉県水産振
興公社と連携し、相談・支援の総合
窓口となる「千葉県海洋人材確保・
育成センター」を令和7年（2025年）
4月1日に設置しました。
　本センターでは、漁業就業に関する情報提供や就
業に向けた漁業体験、就業後の技術習得に向けた研
修など各種支援を実施しています。
　漁業への就業に関心のある方は、お気軽にご相談
ください。

コラムちば

インフラ分野のＤＸの推進
　社会資本の維持管理には不可欠な、地域の建設業における担い手不足に対しては、レー
ザー測量や公共工事における3次元モデルの活用、ＩＣＴ建機による施工等により建設工
事の生産性向上を図るとともに、ドローンを活用した施設の点検や、3次元データを利用
した効率的な施設の維持管理など、様々な現場でデジタル技術の導入が進んでいます。

コラムちば

行政手続のオンライン化

コラムちば

スマート農業（自動操舵機械等）
へ対応した基盤整備の例
　県では、農作業のより一層の効率化を図るため、自動走行トラクターをはじめとするスマート農業技術に
対応した基盤整備の導入を進めるなど、生産コストの低減を図り、農業所得の向上に取り組んでいます。
〔ターン農道〕
　路肩を緩やかなスロープにした農道。　
　スマート農機が任意の箇所で農道へ上がって旋回できるよう
になり、操舵ミスの低減と作業効率の向上につながります。

〔管排水路〕
　一般的な開水路を地下に埋設したもの。
　水路をまたぐ必要がなくなり、農機の転落リスクを避けながら隣接ほ場へ
容易に移動でき、連続した作業が可能となることで作業効率が向上します。

コラムちば

県北西部の渋滞解消に
向けて

コラムちば

令和8年は千葉県
落花生導入150周年
　千葉県は落花生の生産量が
日本一であり、国内シェアの約8
割を占めています。　
　その歴史は、明治9年（1876
年）に現在の山武市の牧野萬右
衛門氏が試作したのが始まりとされています。昭和
28年（1953年）には当時の千葉県農業試験場が
育成した優良品種「千葉半立」が県の奨励品種に
採用され、現在の主力品種のひとつとなっています。
　直近では平成30年（2018年）に、さやが白く
て、甘味が強い「Ｑなっつ」がデビューしました。
　県では、150周年を契機とした魅力発信や消費
拡大に取り組んでいきます。

　東京方面からの玄関口に当たる
県北西部では、人口の集中等に伴
って、県内の主要渋滞箇所の約6
割が集中するなど交通渋滞が深刻
化しており、域内の移動だけでな
く、首都圏全体の人・モノ・財の流れのボトルネッ
クになっています。このため、人口比率の上昇に応
じて着実に道路整備を行う必要があります。
　県では、この交通渋滞による損失時間を早期に解
消するため、沿線市や国とも連携しながら、現道拡
幅やバイパス整備、交差点改良等も含め、国県道全
体の道路整備を加速していきます。

　県では「県民・事業者に時間を返す」というコンセプトのもと、運転免許更新時のオ
ンライン講習、県立学校への出願など、行政手続のオンライン化に取り組むとともに、
県税等の納付手続や県有施設におけるキャッシュレス決済の導入を進めています。
　令和6年（2024年）12月には、県と県内全市町村のオンライン申請の窓口等を集
約した「ちばＤＸポータル」を公開するなど、県民・事業者の皆様により便利なサー
ビスを提供しています。

農道

農道

開水路

管排水路

安定水源の確保のため、国等が行う水資源開発施設の早期完成と、これまで整備さ
れた既存施設の適切な維持管理や更新等の改築事業が円滑に行われるよう、関係機
関との連携を図ります。
また、災害や事故等が発生した際でも、断水等による給水への影響をできるだけ少
なくするため、水道施設の耐震化、停電・浸水対策の促進、応援給水や復旧などの県
内水道事業体間の相互応援等の対応強化を図ります。
水道事業体のアセットマネジメント※の実施を促進し、水道施設の長寿命化や、長期

的な観点からの適切な規模への見直しも含む水道施設の更新計画の策定、更新費用
の平準化、デジタル技術を活用した効率的な維持管理等を図ることで、水道施設の計
画的な更新や、水道事業の経営基盤の強化を図ります。
さらに、人口減少による料金収入の減少と施設の老朽化対策や耐震化に伴う更新費用の増大、技術職員
の不足等、単独の事業体では解決困難な課題に対応するため、県が広域的な水源の確保及び水道用水供
給事業を担い、市町村が末端給水事業を担うという考え方を基本に、水道事業体の統合・広域連携に取り
組みます。
取組に当たっては、「九十九里地域・南房総地域の水道用水供給事業体と県営水道との統合」など、先
行事例で得られた知見や成果を他の地域と共有し、
丁寧に意見交換を進めていきます。
なお、令和8年度（2026年度 ）から県が実施す
ることとなる九十九里地域及び南房総地域の水道用
水供給事業については、県営水道が培ってきた組織
力・技術力も生かして、着実に事業を運営していきま
す。
県営水道においては、多くの水道施設の老朽化や
様々な経費の増加などの課題に直面する中におい
ても、将来にわたり安全な水を安定的に供給し続け
るため、令和8年度（2026年度 ）からの「千葉県
営水道事業中期経営計画」においては、これまでの
「強靭」、「安全」、「信頼」の基本目標に、新た
に「持続」を位置付け、人材の確保・育成や財務基
盤の強化により強固な運営基盤の確立を目指してい
くとともに、水道施設の更新・耐震化をはじめ、各施
策・取組を計画的かつ効率的に推進していきます。

II－3－②－2 安全で良質な水の安定供給

水資源開発と適切な維持管理の促進

県が実施する水道用水供給事業の着実な運営

水道事業体の計画的な浄・給水場や
管路等の更新・耐震化の促進

県営水道の健全経営の推進

水道事業体の経営健全化への支援

県営水道における安全で安心な水の供給

水道事業体の災害・事故等への
対応強化の促進

県営水道の浄・給水場や管路等の
計画的な更新・耐震化

県内水道の統合・広域連携の推進
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水源調査の様子

管路の更新（耐震化）工事

県民の誰もが安全に安心して快適に暮らすことができる
住まい・まちづくりを進めます。地球環境にやさしく利便性の

高い魅力あふれるまちづくりを進めるとともに、 
県民一人ひとりのニーズに応じた行政サービスを

効率的に提供することができるスマート自治体を目指します。

快適で暮らしやすいまちづくりとスマート自治体の実現
 II－3－ ③

目標 Goal

今後、高齢化の更なる進行が見込まれる中、高齢者等に配慮した住まい・まちづくりの推進が一層求め
られています。そのためには、高齢者等の住まいに係る住宅セーフティネット※の構築が重要となります。ま
た、高齢者や障害のある人をはじめとして、全ての人が安心して快適に過ごすことができるよう、公共交通
機関や道路、公共施設などのバリアフリー化を進めることが必要です。
さらに、人口減少が見込まれる中で、空き家数が増加傾向となっており、それらが放置された場合には生
活環境の悪化や地域活力の低下につながるおそれがあることから、空き家の発生の抑制、流通・利活用の
促進等の対応が求められています。
県北西部等の都市部では、深刻な交通渋滞と、それに伴う多額の経済損失・環境負荷の増大が引き起
こされており、円滑な地域間交流のための機能確保が課題となっています。
まちづくりにおいては、県民の生活圏、経済活動の拡大や、広域的な幹線道路ネットワーク、成田空港、
港湾などの社会インフラが充実するなど、大きく変化している社会経済情勢に対応するため、市町村の枠
を超えた広域的な視点が求められています。
また、自然環境への配慮として、道路や河川などの整備における環境に配慮した取組の推進や、近年の
頻発化・激甚化する自然災害に対応する取組、脱炭素社会の実現に向けた取組の推進等を通じた、災害に
強く、環境と共生する、持続可能なまちづくりが求められています。
加えて、豊かな住生活の実現に向け、歴史的文化・景観などの地域固有の資源や地域特性を生かし、多
くの人々から選ばれる「魅力あふれるまちづくり」が求められています。
そのほか、社会経済情勢の変化、少子高齢化による労働力の減少、様々な価値観・ライフスタイルの普
及などにより、県が取り組むべき課題が多様化・複雑化している中、県民一人ひとりが豊かな人生を送れる
社会をつくっていくためには、質の高い行政サービスを提供することが必要です。
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